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抄 録

頭頸部癌に対し放射線治療を施行した206例を対象に，放射線性顎骨壊死をきたした症例を検討し，かつ放射線性

下顎骨壊死の治療で新しい知見を得た１例について検討した．評価項目は，⑴放射線性顎骨壊死の発症率と発症起

因について，⑵顎骨壊死をきたした群（顎骨壊死群）と顎骨壊死をきたさなかった群（非壊死群）とで統計的比較

検討を行った．放射線性顎骨壊死症例は19例で，発症率は9.2％であった．顎骨壊死19例の原発部位は，口腔癌が半

数を占めていた．放射線治療から顎骨壊死発生までの期間は，平均33.3か月（２～96か月）であった．顎骨壊死症

例19例中18例が照射線量60Gy以上であった．顎骨壊死をきたす起因は，放射線治療後の抜歯，歯周組織炎などの

歯科的起因が全体の63％を占めていた．唾液腺癌では，非壊死群と比較し，顎骨壊死群の比率が有意に高かった．

照射線量別では，顎骨壊死群と非壊死群とで有意差はなかった．放射線性顎骨壊死の予防策として，放射線治療前

の歯科的治療の介入が重要と考えた．新知見では，67歳，女性，MRSA感染を伴う放射線性下顎骨壊死をきたした

１例に対し，整形外科領域で有用とされる抗菌薬含有骨セメントスペーサーを用いた治療によって局所感染を制御

し，二期的にプレート再建を行い，良好な結果が得られた．MRSA感染を伴う放射線性下顎骨壊死に対する抗菌薬

含有骨セメントスペーサーは，感染制御に有用な治療方法の１つになり得ると考えられた．

Key words:放射線性顎骨壊死，頭頸部癌，MRSA，抗菌薬含有骨セメント，下顎再建

緒 言

頭頸部癌に対する術後放射線治療は，原発部位お

よび頸部リンパ節転移の制御に有用である ．そ

の一方で放射線治療における晩期合併症の一つとさ

れる放射線性顎骨壊死が多く報告されている．放射

線性顎骨壊死は，Marxが，「放射線性顎骨壊死は，

放射線照射を受けた骨の初期感染ではなく，放射線
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による細胞障害によって，代謝的および恒常的組織

の欠乏すなわち，放射線により，低酸素，血管数減

少，細胞数減少の状態となり，組織破壊をきたし，

慢性難治性の状態となったもの」と定義しており，

ひとたび放射線性顎骨壊死をきたすと，治療に難渋

することが多い．過去，放射線性顎骨壊死の発症

率 や発症要因 および起因 などが

多く報告されているが，放射線治療を行った症例の

うち顎骨壊死をきたした症例と顎骨壊死をきたさな

かった症例との間で比較検討を行った報告はない．

そこで，今回，我々は，頭頸部癌に対し放射線治療

を施行した患者を対象に放射線性顎骨壊死をきたし

た症例について検討するとともに，放射線性顎骨壊

死をきたした群と顎骨壊死をきたさなかった群とで

比較検討を行ったので報告する．また，同時に

MRSA（Methicillin Resistant Staphylococcus
 

Aureus：メチシリン耐性黄色ブドウ球菌）感染を伴

う放射線性下顎骨壊死の治療で新しい知見を得た１

例についても併せて報告する．

対 象

2010年１月から2014年12月の５年間で，近畿大学

医学部附属病院歯科口腔外科を受診した頭頸部癌患

者のうち，放射線根治治療（化学療法併用の場合も

あり）または術後放射線治療（化学療法併用の場合

もあり）を行った際，照射野に顎骨が含まれている

206例を対象とした．

対象症例206例の内訳を表１に示した．年齢別で

は，50歳未満が14例（全体の6.8％），50歳から59歳

が30例（14.6％），60歳から69歳が86例（40.2％），

70歳から79歳が50例（24.3％），80歳以上が26例（12.6

％）で，平均66.3歳であった．性別は，男性が172例

（83.5％），女性が34例（16.5％）であった．原発部

位の内訳は，口腔が84例（40.8％），下咽頭が38例

（18.4％），中咽頭が33例（16.0％），喉頭が21例（10.2

％），上咽頭が12例（5.9％），副鼻腔，唾液腺，その

他がそれぞれ６例（2.9％）であった．放射線根治治

療または術後放射線治療において，放射線単独が105

例（51.0％），化学療法併用が101例（49.0％）であ

った．照射線量については，60Gy未満が22例（10.7

％），60から69Gyが131例（63.6％），70Gy以上が

53例（25.7％）であった．

また，これら対象症例のうちMRSA感染を伴う

放射線性下顎骨壊死をきたした１例を治療報告の対

象とした．

方 法

放射線性顎骨壊死の診断は，顎骨に照射野が含ま

れる放射線治療の既往があり，顎骨周囲の発赤・腫

脹・疼痛，開口障害，顎骨の露出，口腔皮膚瘻の形

成などの所見に併せて，単純Ｘ線およびCT画像に

よる虫食い状の骨破壊や腐骨形成，骨破壊周囲の骨

硬化像，骨膜反応，MRI画像によるT1強調画像で

低信号およびT2強調画像で高信号像所見，筋肉の

浮腫状変化などの所見を総合的に判断し，放射線性

顎骨壊死と判定した ．放射線性顎骨壊死の代表的

な口腔内および画像所見を図１に示す．両側下顎骨

表 頭頸部癌にて放射線根治治療または術後放射線

治療を施行した206例

（2010年１月から2014年12月に歯科口腔外科受診)

項目 数（％)

年齢（歳）

～49

50～59

60～69

70～79

80～

平均

14(6.8)

30(14.6)

86(40.2)

50(24.3)

26(12.6)

66.3歳

性別
男

女

172(83.5)

34(16.5)

原発部位

口腔

下咽頭

中咽頭

喉頭

上咽頭

副鼻腔

唾液腺

その他

84(40.8)

38(18.4)

33(16.0)

21(10.2)

12(5.9)

6(2.9)

6(2.9)

6(2.9)

放射線治療
単独

化学療法併用

105(51.0)

101(49.0)

照射線量

(Gy）

～59

60～69

70～

22(10.7)

131(63.6)

53(25.7)

図 放射線性顎骨壊死症例の主な臨床所見
⒜ 左側口腔内に下顎骨腐骨の露出（→）が
みられる．
⒝ CT画像にて両側下顎骨に虫食い状の骨
破壊と腐骨形成（→）を認める．
⒞ パノラマＸ線にて両側下顎骨に虫食い状
の骨破壊ならびに腐骨形成とその周囲に骨硬
化像（→）を認める．
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壊死をきたし，左側口腔内に腐骨の露出を認め（図

１ａ），CT画像所見にて両側下顎骨に虫食い状の骨

破壊と腐骨形成を認め（図１ｂ），パノラマＸ線所見

にて両側下顎骨に虫食い状の骨破壊ならびに腐骨形

成とその周囲の骨硬化像を認める（図１ｃ）．

評価項目は，⑴放射線性顎骨壊死症例の発症数（発

生率）および診断年齢，性別，原発部位，手術時の

プレート再建の有無，化学療法併用の有無，照射線

量，照射方法，顎骨壊死部位，放射線治療から顎骨

壊死が発症までの期間，発生した起因について検討

した．⑵顎骨壊死をきたした症例（以下，顎骨壊死

群）と顎骨壊死をきたさなかった症例（以下，非壊

死群）とで，年齢，性別，疾患別および放射線照射

量別について比較検討を行った．統計解析は，Fisher

検定を行い，p＜0.05％で有意差ありとした．⑶

MRSA感染を伴う放射線性下顎骨壊死に対し，抗菌

薬含有骨セメントスペーサーを用いた後，二期的に

下顎再建を施行した１例の手術方法および術後経過

について評価した．

結 果

⑴放射線性顎骨壊死症例

放射線性顎骨壊死をきたした症例は206例中19例

で，発症率は全体の9.2％であった．顎骨壊死をきた

した19例の内訳を表２に示した．年齢別では，50歳

未満は１例，50～59歳が３例，60～69歳が８例，

70～79歳が３例，80歳以上が４例で，平均68.2歳で

あった．

性別は，男性が17例，女性が２例で，男性が89.5

％を占めていた．原発部位の内訳は，口腔が10例，

中咽頭が３例，唾液腺が２例，副鼻腔，上咽頭，下

咽頭，喉頭がそれぞれ１例で，口腔癌が全体の約53

％を占めていた．

術中に顎骨のプレート再建もしくはプレート固定

を行った症例は19例中４例であった．

放射線治療は，放射線単独が14例，化学療法併用

が５例であった．

照射線量に関しては，19例中18例は60Gy以上の

照射線量であった．60Gy未満の症例が１例あり，そ

の詳細は術後放射線単独照射を施行し，照射線量36

Gy後に放射線性口内炎が顕著となり中止となった

症例であった．

照射時のＸ線エネルギーおよび照射方法に関して

は，Ｘ線エネルギーはいずれも4MVで，照射方法

は通常照射が12例，強度変調照射（IMRT）が４例で

あった．３例は他院治療のため不明であった．

顎骨壊死の部位は下顎が17例，上顎が２例で，上

顎骨壊死をきたした２例の原発部位は上顎と副鼻腔

であった．

放射線治療から顎骨壊死が発生するまでの期間

は，12か月以内が４例，13～60か月が11例，61～120

か月が３例，他院治療のため不明が１例で，最短２

か月，最長96か月，平均33.3か月，顎骨壊死症例の

約79％が放射線治療から５年以内で発症していた．

顎骨壊死をきたした起因は，根尖性歯周炎，智歯

周囲炎および顎骨内に歯根のみが残存した残根の周

囲から発症した症例が９例（全体の約47％）と最も

表 放射線性顎骨壊死をきたした19例の内訳

項目 数(％)

年齢（歳)

～49

50～59

60～69

70～79

80～

平均

1(5.3)

3(15.8)

8(42.1)

3(15.8)

4(21.0)

68.2歳

性別
男

女

17(89.5)

2(10.5)

原発部位

口腔

中咽頭

唾液腺

副鼻腔

上咽頭

下咽頭

喉頭

10(52.6)

3(15.8)

2(10.2)

1(5.3)

1(5.3)

1(5.3)

1(5.3)

プレート再建・固定
あり

なし

4(21.1)

15(78.9)

放射線治療
単独

化学療法併用

14(73.6)

5(26.3)

照射線量(Gy)

～59

60～69

70～

1(5.3)

16(84.2)

2(10.5)

Ｘ線エネルギー・

照射方法

4MV・通常

4MV・強度変調

他院のため不明

12(63.2)

4(21.0)

3(15.8)

顎骨壊死部位
上顎

下顎

2(10.5)

17(89.5)

放射線治療から顎

骨壊死発症までの

期間(月)

～12

13～60

61～120

不明

平均 33.3か月

4(21.0)

11(57.9)

3(15.8)

1(5.3)

(２～96か月)

発生した起因

根尖性または智

歯周囲炎，残根

照射後の抜歯

プレート感染

手術部位（下顎

辺縁切除）

明らかな起因なし

9(47.3)

3(15.8)

63.1％

3(15.8)

1(5.3)

3(15.8)
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多く，次いで放射線治療後の抜歯部位から発症した

症例が３例あり，３例はいずれも他院で抜歯後数ケ

月目目に発症していた．すなわち顎骨壊死が歯科的

起因となったものが全体の約63％を占めていた．原

発部位の手術の際，下顎のプレート再建もしくはプ

レート固定を施行した４例のうち３例はプレート感

染を併発後，感染部位から顎骨壊死を発症していた．

下顎骨辺縁切除を施行した部位から顎骨壊死をきた

した症例が１例，残りの３例は照射野に明らかな起

因は見つからなかった．

⑵顎骨壊死群と非壊死群との比較

顎骨壊死群（19例）と非壊死群（187例）との統計

比較を表３に示した．年齢および性別に関しては，

いずれも２群間で有意差はなかった．原発部位に関

しては，唾液腺癌では，顎骨壊死群の比率が非壊死

群より有意に高かった．その他の原発部位では２群

間で有意差はなかった．照射線量に関しては，60Gy

未満および60Gy以上とも２群間に有意差はなかっ

た．

⑶MRSA感染を伴う放射線性下顎骨壊死に対し抗

菌薬含有骨セメントを用いて二期的下顎再建術を施

行した 例

症例：67歳，女性

主訴：左下顎角部の腫脹

現病歴：2010年２月左側下顎歯肉扁平上皮癌・左頸

部リンパ節転移の診断で，当院にて左側下顎辺縁切

除術，左側全頸部郭清術を施行（pT2N2M0）し，術

後補助療法として，術後14日目より放射線療法（照

射線量66Gy）を行った．放射線治療後９か月目に左

下顎角部の腫脹を自覚し，2011年１月当科受診とな

った．

既往歴：特記すべき事項なし

初診時現症：左側顎下部に皮膚瘻を認め，同部から

の排膿を認めた（図２ａ）．口腔内所見においても，

左側大臼歯歯肉相当部に瘻孔を認め，かつ同部から

の排膿を認めた．血液学的検査所見では，WBC：

6000/l，CRP：0.11mg/dlと著しい炎症所見は認

めなかった．

初診時画像所見：CT画像所見にて，左側下顎角部

に病的骨折（→），左側下顎骨体部に骨硬化像（⇒）

を認めた（図３ａ）．また，MRI画像（STIR）所見

にて，左側下顎骨体部に高信号領域を示す急性炎症

を示唆する所見（⇒）を認めた（図３ａ）．

診断：左下顎病的骨折を伴う放射線性下顎骨壊死

処置及び経過：処置および経過を図４に示した．局

所の生食洗浄と抗菌薬点滴（PIPC/CLDM）に続き，

抗菌薬内服（LVFX/STFX）を投与したが，改善が

得られなかったため，初診から２か月目に膿汁の細

菌検査を施行したところMRSAが検出された．

MRSA感染を伴う放射線性下顎骨壊死で，かつ広範

囲の腐骨形成をきたしていることから，局所洗浄と

表 顎骨壊死群と非顎骨壊死群との比較

項目
顎骨壊死群19例

比率％

非顎骨壊死群187例

比率％

年齢(歳)

～49

50～59

60～69

70～79

80～

5.3

15.8

42.1

15.8

21.0

7.9

14.3

40.7

25.4

11.7

性別
男

女

89.5

10.5

83.1

16.9

原発部位

口腔

唾液腺

中咽頭

副鼻腔

上咽頭

下咽頭

喉頭

52.6

10.2※

15.8

5.3

5.3

5.3

5.3

39.6

2.1

16.0

2.7

5.9

19.8

10.7

照射線量

(Gy)

～59

60～

5.3

94.7

11.2

88.8

※：同一項目にて２群間で有意差あり，p＜0.05

図 放射線性下顎骨壊死をきたした１例の初診時
画像所見
⒜ CT画像所見：左側下顎角部に病的骨折
（→）を認め，左側下顎骨体部に骨硬化像（⇒）
を認めた．
⒝ MRI（STIR）画像所見：左側下顎骨体部
に高信号領域を示す所見（⇒）を認めた．

図 放射線性下顎骨壊死をきたした症例の初診時
所見
⒜ 口腔内所見：左側下顎部に瘻孔（→）を
認め，同部から排膿を認めた．
⒝ パノラマＸ線所見：左側下顎角部に骨折
線（→）を認めた．
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抗菌薬投与では改善が得られないと判断し，局所感

染を制御したのち二期的にプレートによる下顎再建

術を行う方針とした．2011年５月左側下顎区域切除

術・抗菌薬含有骨セメントスペーサーによる下顎置

換術を施行した．まず，左側顎下部切開から下顎骨

を明示し（図５ａ），病変部を含む下顎区域切除を施

行した（図５ｂ）．次に，PMMA/MMA（ポリメチ

ルメタクリレート/メチルメタクリレート）を主成分

としたVacu-Mix Plusエンデュランス骨セメント

（Depuy CMW 社製）に抗菌薬アミカシン（AMK）

4gとバンコマイシン（VCM）12g（骨セメントに対

する抗菌薬濃度20％）を混和し，Stainless steel心

棒を核にして，骨欠損の形態に合うように抗菌薬含

有骨セメントを用いた下顎スペーサーを作製し，下

顎欠損部の置換術を行った（図５ｃ）．術後のパノラ

マＸ線画像を図５ｄに示した．抗菌薬含有骨セメン

トによって局所感染を制御した後，術後８か月目の

2012年１月に骨セメントを除去し，二期的にプレー

トによる下顎再建術を施行した（図６）．術後４年経

過した現在，再建部位は感染および炎症所見はない．

考 察

放射線性顎骨壊死症例の検討

頭頸部領域の癌治療で放射線治療を施行した症例

のうち放射線治療後に顎骨壊死を引き起こす比率す

なわち発症率は，国内2.1～24％ で，海外0.7～14

％ と報告されている．本研究における放射線性

顎骨壊死の発症率は9.2％であった．この比率は，国

内外の報告と概ね同程度であることがわかった．

放射線治療から顎骨壊死発症までの期間ついて

は，国内では，放射線治療後最短２か月から最長12

年の報告があり ，治療から６か月以内 または１年

前後 あるいは３～４年前後 に多く発症する傾向

があると報告されている．また，海外においても同

様に，放射線治療後最短３か月から最長10年の報告

があり ，治療から３～４ケ月 あるいは１年前

後 に多く発症する傾向にあると報告されてい

る．本研究の発症時期は，最短２か月，最長８年月

で，治療から１～５年後の期間の症例が最も多いこ

とがわかった．このことからも，放射線治療を行っ

た症例は照射後１年未満の短期のみならず数年以上

経過した場合でも顎骨の状態を継続して観察する必

要があると考える．

図 放射線性下顎骨壊死をきたした１
例の処置および経過

図 放射線性下顎骨壊死をきたした１例の再建プ
レートによる二期的下顎再建術
⒜ パノラマＸ線：プレート再建（→）の適
合は良好である．
⒝ 頭部正面：プレート再建（→）により下
顎顎形態は良好である．

図 放射線性下顎骨壊死をきたした症例の抗菌薬
含有セメントスペーサーによる下顎置換術
⒜ 左側顎下部から下顎骨を明示（→は骨折
部位）した．
⒝ 左側下顎区域切除を施行した．
⒞ VCM/AMK含有セメントスペーサー
（→）による下顎置換を施行した．
⒟ 術後パノラマＸ線：金属棒を核とした抗
菌薬含有セメントスペーサー（→）にて下骨
欠損が置換されている．
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放射線性顎骨壊死をきたす要因の一つとして，照

射線量の関与が多く報告されている．国内では，大

石ら ，関ら が，60Gy以上で顎骨壊死をきたしや

すい傾向にあると報告し，松尾ら は，81Gy以上は，

80Gy以下と比較すると有意に顎骨壊死をきたしや

すいと報告している．また，海外では，Coffin は，

顎骨壊死の大半は65Gy以上で，Bedwinekら は，

60Gy未満では顎骨壊死は生じず，顎骨壊死をきた

した症例はすべて60Gy以上であったと報告してい

る．本研究においては，60Gy未満および60Gy以上

において，顎骨壊死群と非顎骨壊死群の比率に有意

差は認めなったが，顎骨壊死症例の照射線量は，１

例を除いていずれも60Gy以上であった．このこと

からも，60Gy以上の線量を顎骨周囲に照射した症

例は，注意深く観察する必要があると考える．

放射線性顎骨壊死を引き起こす起因として，放射

線治療前後の抜歯 ，歯周炎 および根尖性歯周

炎 ，義歯性潰瘍 など歯科的起因が主に挙げられ

ている．

まず，放射線治療前の抜歯に関しては，Bedwinek

ら が，顎骨壊死症例の約65％が放射線治療前の抜

歯を施行した症例であったと報告し，またReuther

ら は，放射線性顎骨壊死をきたした症例のうち照

射前に抜歯を施行した症例も含まれていたと報告し

ている．本研究における放射線性顎骨壊死をきたし

た症例のうち放射線治療前に抜歯を施行した症例は

なかった．抜歯が適応とされる場合，原則，放射線

治療前の抜歯が推奨されているが，放射線治療前に

抜歯をする際は，創傷治癒の観点から，普通抜歯で

は少なくとも１週間以上，難抜歯は少なくとも２週

間以上間隔をあけて，放射線治療を開始する必要が

あると報告している ．

次に，顎骨壊死を引き起こす起因として，放射線

治療後の抜歯が，国内外において最も多く報告され

ている ．通常抜歯創の治癒は，抜歯後数時

間で抜歯窩に血餅が形成され，数日で幼若な肉芽組

織が形成され，抜歯後２～３週間で肉芽組織は成熟

し骨形成が促進される．下顎骨は，主に下歯槽動脈

による骨内血行と骨膜血行により栄養されてい

る ．高線量照射により下歯槽動脈のおよび細動脈の

内腔の狭窄や血栓形成をきたし，顎骨内の血流が乏

しい状態となる ．血流が乏しい状態で抜歯を施行

すると，血餅の形成はもちろん肉芽組織の形成がな

されず，急速な骨障害が進行し，顎骨壊死を助長す

ると考えられている ．本研究においても顎骨壊死

をきたした症例の起因のなかで，放射線治療後の抜

歯部位から数ケ月後に顎骨壊死をきたした症例が３

例で，うち２例は高線量の66Gyが照射されていた．

このことからも，放射線治療後の照射野の抜歯が最

大の起因の一つとなっていると考える．放射線治療

後の抜歯は原則禁忌であり，特に，高線量照射を施

行した症例や放射線治療後３年以内の抜歯は慎重に

対処すべきとの報告もある ．しかしながら，やむを

得ず抜歯せざるを得ない状況もある．その際は，抗

菌薬の予防投与を行い，愛護的な手技にて骨への侵

襲を極力避け，歯肉弁の剥離は最小限にしつつ緊張

を避けた創の閉鎖を行い，抜歯前後の高気圧酸素療

法の併用も同時に行う必要があるとされている ．

また，顎骨壊死を引き起こすさらなる起因に根尖

性歯周炎が報告されている ．本研究においても顎

骨壊死をきたした19例のうち９例が根尖性歯周炎や

智歯周囲炎および顎骨内に歯根のみが残存した残根

の部位から顎骨壊死をきたしていた．このことから

も根尖病巣を認める歯の根管治療や歯周組織炎の局

所的消炎治療を積極的に行った後，放射線治療を開

始する必要があると考える．

本研究において，顎骨壊死をきたした症例のうち

下顎をチタンプレートで再建もしくは固定した症例

が４例あり，うち３例がプレートの露出もしくはプ

レート周囲の感染をきたし，その部位から顎骨壊死

をきたしていることがわかった．したがって，下顎

をプレート再建した症例は顎骨壊死をきたす可能性

が高い因子として，厳重に観察する必要があると考

える．

本研究において，顎骨壊死をきたした群と顎骨壊

死をきたさなかった群間で原発部位を比較すると，

唾液腺癌は，顎骨壊死群の比率が非顎骨壊死群より

有意に高く，また，口腔癌では２群間で有意差はな

かったが，顎骨壊死をきたした群が顎骨壊死をきた

さなかった群より，比率が高い傾向にあった．唾液

腺癌や口腔癌で60Gy以上の放射線治療を施行した

患者は，顎骨にも高線量が照射されていることから，

顎骨壊死をきたす可能性が高くなると考える．唾液

腺癌や口腔癌の症例は，顎骨壊死を予防するために

照射後の継続的口腔ケアの介入はもちろん，患者自

らも口腔清掃を積極的に行う意識づけを行い，口腔

衛生状態を良好に維持する必要があると考える．

MRSA感染を伴う放射線性下顎骨壊死対し抗菌薬

含有骨セメントスペーサーを用いて二期的下顎再建

術を施行した 例

放射線性顎骨壊死をきたした患者の治療法には，

抗菌薬および局所洗浄を主体とした保存的消炎治

療，腐骨除去術または骨掻爬術を主体とした保存的

手術治療，顎骨区域切除を主体とした外科的根治手

術治療などがあり，病態に応じ，治療方法を選択あ

るいは併用する必要がある ．また，近年，高気
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圧酸素療法は，保存的治療としても，手術前後に施

行する外科的併用療法も有用であると報告されてい

る ．しかしながら，上記の治療を行っても，根治

に至らず，治療に難渋する場合もある．今回，MRSA

感染を伴った放射線性下顎骨壊死をきたした１例を

経験した．本症例は，長期保存療法を行うも感染所

見に改善が得られず，かつ病的骨折をきたしていた．

治療方針として，下顎区域切除術を計画したが，

MRSA感染を併発していたため，通常の下顎区域切

除ならびに下顎即時再建では，術後感染の沈静が得

られない可能性が高いと判断した．口腔外科領域に

おいて慢性下顎骨骨髄炎に対し抗生剤含有セメント

ビーズを用いた治療が有用であると報告されてい

る ．また，整形外科領域で感染を伴った股関節病

変（骨髄炎や感染人工関節など）に対し，抗菌薬含

有骨セメントスペーサーを用いた二期的再建術が有

用であると報告されている ．そこで，本症例は下

顎切除が広範囲であることから，下顎区域切除後の

抗菌薬含有骨セメントスペーサーを用いた置換術が

有用ではないかと考えた．

MRSA感染を伴っていた場合の骨セメントに含

有させる抗菌薬は，バンコマイシン単独よりバンコ

マイシンにアミノグリコシド系の抗菌薬を組み合わ

せることで，互いに徐放率が向上されると報告して

いる ．アミノグリコシド系ではアミカシンが，粉

末でボリュームが少なく大量に混入しやすく，かつ

耐熱性に優れていることから ，バンコマイシンと

併用しやすく，かつ有効であるとされている ．し

たがって，本症例も，アミカシンとバンコマイシン

を併用した抗菌薬含有骨セメントを用いることとな

った．

整形外科領域で感染した人工関節再置換術の際の

骨セメントに対する抗菌薬含有濃度に関しては

10～20％が望ましいと報告されている ．したがっ

て，本症例も骨セメントに対する抗菌薬含有濃度は

20％とした．

また，抗菌薬含有骨セメントを挿入後の二期的再

置換術を施行する時期については，西地ら は，15％

抗菌薬含有骨セメントからの抗菌薬の徐放期間は，

１か月以上有効であることから，最低２～３か月の

待機期間が望ましいとし，金ら は，最短4.5か月最

長14か月，平均7.3か月経過してから，二期的再置換

術を施行し，結果良好であったと報告している．本

症例の待機期間は８か月とやや長期となったが，局

所感染が制御され，チタンプレートによる二期的下

顎再建術を施行することができた．整形外科領域の

感染を伴う股関節再建で有用とされている抗菌薬含

有骨セメントスペーサーを用いた治療を，口腔外科

領域における感染を伴う放射線性下顎骨壊死をきた

した症例に，本邦で初めて試行したところ，良好な

結果をえることができた．

以上のことから，整形外科領域の感染を伴う股関

節再建で有用とされている抗菌薬含有骨セメントス

ペーサーを用いた治療は，口腔外科領域における感

染を伴う放射線性下顎骨壊死をきたした症例におい

ても有用な方法の一つとなりうることが示唆され

た．今後も症例を重ね，本法の有用性を検討してい

く予定である．

本論文に関して，開示すべき利益相反状態はない
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